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教員研修の現状と今後の職能開発の
在り方
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（上越教育大学教授）

本稿では，労働者としての教員の在り方，その職場環境の問題について，教員研修を糸口
として検討した。まず，教員研修の現状と，そこで認識されている課題の克服策がどのよ
うなものであるのか，学校現場と行政研修，教育政策のレベルで整理した。そのうえで，
教員の職能開発が今日どのように制度的にデザインされているのかを検討し，そこに見出
される問題は何かを検討し，この問題解決の方途について議論を試みた。今日，教員の職
能開発を支える教員養成・研修制度は，各自治体で策定する教員育成指標を基軸とする

〈アカウンタビリティ・モデル〉とも命名できるようなモデルとなっており，これによる
専門性の高度化がデザインされていると考えられる。しかしこのモデルは，改革諸施策が
意図する，あるいは一般的に人々に理解されている「教員の専門性の高度化と教育の質の
向上による教育の信頼回復」というストーリーよりも，むしろ「教職の専門性の危機」

（浜田編 2020）というもう一つのストーリーを辿る可能性の方が大きいのではないか。こ
のもう一つのストーリーを回避するためには，常に受け身の立ち位置に立たされる教員
の，立ち位置の転換が必要である。教職スタンダードを「自己規制」しつつ教員自らが管
理，運用するという当事者意識を育てていくことが不可欠であり，そのような教員のコ
ミュニティを創造するために校内研修や自主研修が突破口となりうることを指摘した。
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Ⅰ　はじめに―本稿の意図

　本稿では，労働者としての教員の在り方，その
職場環境の問題について，教員研修を糸口としつ
つ，教員の職能開発が今日どのように制度的にデ
ザインされているのかを検討し，そこに見出され

る問題は何かを考えてみたい。そのうえで，この
問題を解決する方途はどこに見出されるのかにつ
いて，議論を試みることを目的とする。
　そのために，まずは教員研修の現状と，そこで
認識されている課題の克服策がどのようなもので
あるのか，学校現場と行政研修，教育政策のレベ
ルで整理する。そこから，全体としての教員の職
能開発がどのように設計されているのかを読解す
る。先に筆者の見解を示すならば，今日，教員の
職能開発を支える教員養成・研修制度は，〈アカ
ウンタビリティ・モデル〉とも命名できるような
スタンダードを基軸とするモデルとなっており，
これによる専門性の高度化がデザインされている
と考えられる。しかしこのモデルは，改革諸施策
が意図する，あるいは一般的に人々に理解されて
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いる「教員の専門性の高度化と優秀な人材のリク
ルートの促進」というストーリーよりも，むしろ

「教職の専門性の危機」（浜田編 2020）というもう
一つのストーリーを辿る可能性の方が大きいので
はないか。この意図せざるストーリーを回避する
ために必要なこととして，教員の労働者としての
当事者性の重要性を指摘したい。

Ⅱ　教員の職能開発制度の全体像

１　今日の教員研修に関する人々の課題意識

　今日，教員研修にはどのような課題があるのだ
ろうか。大規模な実態調査ともいえる TALIS

（OECD 国際教員指導環境調査 2018）の結果概要か
らは，研修や人材開発等に対する教員の意識傾向
として，2013 年の調査報告と同様に，研修ニーズ
は高いものの，時間がないために十分な研修機会
を得られていない様相が明らかとなっている。勤
務時間の職務内訳をみていくと，継続して部活動
や事務処理に係る業務時間が長く，反面で職能開
発に費やす時間は参加国中でも最短となってい
る。教員の協働的な研修機会としては，月 1 回以
上「専門性を高めるための勉強会に参加する」割
合が中学校で 5.9%，小学校で 15.4% であり，参
加国平均の 23.0％よりも低くなっている。他の教
員の授業観察や他校の見学，専門書を読むなどが
職能開発機会として比較的ある（おおよそ 60 ～
70％）のに対して，オンラインセミナーや企業，
NGO 等の見学，資格取得プログラムの受講など
個人の職能開発に関する従事割合は 10％以下と
なっている。
　TALIS 調査よりも古くなるが，各地の教育セ
ンター等が，研修体系の整備やプログラム開発等
の必要から実施した研修の実態調査からも，学校
での研修の実際がうかがい知れる。例えば，静岡
県総合教育センターの研究報告（研修研究部教職
研修課 2007）では，小・中・高等学校・特別支援
学校別に研修方法のタイプや校内研修の課題，校
内研修に対する参加意欲などを調査しており，研
究主任や研究推進メンバー以外の一般教員では，
その約 3 割が「主体的に取り組んでいない」意識

を持っていることを示している 1）。同様に，2014
年に実施された福島県の公立学校調査では，校内
での授業研究について特に中学校，高等学校を中
心に負担感が見られ，その消極的な理由として

「授業の準備をする時間がないから」「精神的な負
担が大きいから」「自分の授業力に自信がないか
ら」といった声があることが紹介されている。ま
た，研究主任の困り感に関する調査結果を，「『時
間の確保』が難しく，計画的に進まない状況にあ
ること，そして，少ない時間の中で充実した取組
にするために，負担軽減や効率化を図ろうと努力
している現状が見られます。また，『全員の参加
意欲が高まっているとは言えない』と感じている
研修主任も多くいます。」とまとめている 2）。
　教員の参加意欲については，前田・浅田の研究

（前田・浅田 2020）でも，個人の学びや同僚との
交流という点での校内研修の意義を認めつつ，研
究紀要の作成や研究授業に対して意味を見出して
いない教員が一定程度存在していることが明らか
になっている。研究に取り組むことには良い面も
ありながら，反面で日々の実践に直結していない
との意識を持つ教員もすくなからずいることが指
摘されている。
　以上のような教員の意識や一部の研修形骸化の
実態は，研修に対する負担感の大きさを示してい
るものと思われる。その根底には，多忙の中で時
間を捻出して取り組む研修であるにもかかわら
ず，教員個々人が自身の実践に直結するような有
用性を感じられていないという問題がある。2021
年 2 月から募集が開始された「教員免許状更新講
習に関する調査研究事業」も，直接的には中堅教
諭等資質向上研修との重複などを念頭においた検
討であるが，「受講者の負担感や重複感の解消を
図るための方策を提示・分類し，各分類における
実際の取組事例を調査・分析する」ことを目的と
している 3）。今日，教員研修は「負担感のある職
務」の一つだと思われているのである。

２�　研修課題解決のための学校実践レベルでの試み

　学校現場の多忙の中で研修に時間を割くことの
負担感と，負担感ゆえの形骸化といった課題意識
が多くの学校，教員間で共有されている。このよ
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うな課題を克服するための改善策は，個別学校レ
ベル，教育センター等でのプロジェクト研究レベ
ルでさまざまに検討されてきた。特に，2008 年以
降の教職大学院発足を契機として，大学と連携す
る実践的研究が数多く取り組まれるようになっ
た。学校での具体的校内研修については，研修プ
ログラムの開発研究（例えば，高野 2020）や，教
員の力量向上に資する研修方法やツールの研究

（例えば小柳 2012），校内研修改善コンサルテー
ションの効果検証研究（中山・宮橋 2019）など幅
広く報告されている 4）。
　その内容を一部例示するならば，小柳（2012）
は学校の組織力向上を目指す教員研修の方法論に
ついて検討しており，ワークライン記述と振り返
りを併用する方法，視覚化カード，メンタリング
モデルのレーダーチャート，企画提案を実際に
ロールプレイでシミュレーションする研修といっ
たさまざまな方法論でミドルリーダーの力量開発
を効果的に促進する方法を検討している。校内研
修のみでなく，教職大学院等の Off-JT で活用可
能な方法も含めて提案している。また，高谷

（2017）は，公立小学校での校内研修改革事例を
取り上げて分析し，教員の参加を促進した要素と
して，対話型，活用型研修であること，発言権の
保障や発言機会の存在が重要であること，創造的
な企画・運営があることなどを指摘している。
　これらは，実践的研究のごく一端であるが，基
本的に目指す力量の向上を意図した具体的な研修
方法（取り組み事例）の紹介を伴い，研修成果を
さまざまな指標で評価し，その研修方法の有効性
を説明しようとする点で共通している。また，そ
れらの研究の多くが，具体的な研修ツールや方法
論（特に受講者参加型，小集団でのワークショップ
型など）を意識して導入することで，参加する教
員の意欲が向上すること，同僚性を促進させるこ
とを指摘していることが興味深い点でもある。

３　教員の職能開発に関する改革施策

　以上のような学校実践レベルでの教員研修課題
とその克服策は，ともかくも具体的な校内研修の
取り組み方を検討する方向で多数展開している。
では，教育委員会や文部科学省（以下，文科省と

略記）レベルではどのような課題克服策が検討さ
れてきただろうか。地方自治体レベルでの動き
は，個別学校での具体的な研修改善を後押しする
ような地方・地域単位でのリーダーシップを発揮
する。一方でそのリーダーシップの根拠は多くが
全国的な政策動向を踏まえており，内容面での地
域性，独自性は見られるものの，動き方はほぼ全
国的に似通っている。そこで，文科省が主導する
国全体としての法改正や新制度導入と共にその取
り組みの展開を確認したい。
　もっとも，今日教員研修の在り方を考えるには，
教員養成カリキュラムや免許状資格要件等の議論
を あ わ せ て 視 野 に 入 れ る 必 要 が あ る。 牛 渡

（2016）がその審議経過を分析した通り，2015 年
12 月に同時に報告された 3 つの中央教育審議会

（以下，中教審と表記）答申は，学校教育の役割変
化とそれに連動する教員像の変化に応じて養成－
採用－研修の一体的改革を進める方向性を明示し
た。この答申以後，教員養成カリキュラムや現職
研修等に関する改革諸施策は，各自治体教育委員
会が策定する教員育成指標を軸とする職能開発と
して集約されてきている。
　もちろん，教員の職能開発についてはいつの時
代にも議論があり，それは非常に幅広く常に動き
続けてきた。当然，2015 年の答申も，それ以前の
改革文脈を踏まえたものである。ここではそのこ
とも踏まえつつ，今日の職能開発のありよう全体
を理解するために重要であると考えられるトピッ
クに限定して挙げることにする。

①教職大学院の創設と「教職実践演習」
　その第一は，2006 年の中教審答申「今後の教員
養成・免許制度の在り方について」での提言内容
である。「教職実践演習」はその後 2008 年に教育
職員免許法の施行規則が改正され新設された。教
職課程の最終年度に，「教員として必要な知識技
能」が獲得されたか否かを確認する科目である。
また，教職大学院は，従来の修士課程が教育研究
に重点を置き，日常実践に有益な資質能力の向上
に必ずしも直結していないとの批判を意識しつ
つ，実践的な専門性の高度化を目的とする専門職
大学院として創設された。これらは，教員の専門
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性として「学校での教育実践にとって意味のある
（すぐに役に立つ）知識技能」を大切にする実践力
志向で共通しており，その後の職能開発に関する
改革の基本的方向性を示すものとなった。この改
革の文脈上に教職課程コア・カリキュラムなどの
カリキュラム改革が続いている。

②「チーム学校」と OJT
　2015 年 12 月の中教審答申は，教員養成・研修
の一体的改革と同時に，学校をチームとして機能
する学校へと組織化していくことの必要性を強調
した。チーム学校答申の狙いは，学校の多職種化
を進め，組織的に協働する力を高めていくこと
で，教員に新しい時代の学習指導に関する勉強の
時間を確保することであった。教員にとっては，
あれもこれもと責任を負い多忙化が顕著な中で，
学校の役割変化を理解し，これまでの学習指導を
根本から変革していくことは容易ではない。その
ため，子どもの学びを変えるための教員の学びを
保障するという観点から，職場環境を組織構成か
ら変革していくことが要請された。
　他方，OJT は，2008 年頃からベテラン教員の大
量退職と若手教員の大量採用が続く自治体を中心
に，学校の中での年齢構成の二極化による学校の
組織力低下や若手の成長契機の喪失などを懸念し
て強調されるようになった。実践知の継承をある
程度システム化して学校に求めていこうとする地
方教育行政からの意図的働きかけとして，『OJT
ガイドライン』等が各地で作成されている 5）。

③�教員評価，教員免許状更新講習，指導力改善研
修

　教員評価は，2000 年に東京都が従来の勤務評定
に変わる評価として導入した評価制度をモデルと
して，その後全国に拡大した。教員自身の目標設
定と自己評価を踏まえて勤務実績，勤務態度や職
務能力を評価するものである。この「職能発達支
援型」といわれてきた教員評価制度は，2014 年の
地方公務員法改正によって正式に勤務評定に変わ
る人事考課のための評価と見なされ，給与や人事
異動，教員表彰の際の人事データとして活用され
るものとなっている。

　他方，教員免許状更新講習と指導力改善研修
は，2007 年のいわゆる教育三法改正によって制度
化された 6）。指導力改善研修は「指導が不適切な
教員」と認定された者に対して研修の受講を必須
とするものである。文部科学省が 2008 年に策定
した『ガイドライン』では，指導が不適切である
ことの定義や認定手続きを明確化することと同時
に，躊躇しない分限処分の執行や，指導が不適切
であると認定する前に段階的に指導助言を行い，
丁寧に教員個々の職能発達への支援を行うことの
必要性が指摘されている。教員免許状更新講習
は，10 年ごとに必要時数の講習を受講しなければ
免許状が失効する制度である。勉強をしない教員
は免許状が失効することになる。
　以上のような施策は，さまざまな方法で「賞」
と「罰」を用意し，教員に学ぶことを動機づけよ
うとするものである。手厚く職能発達を支援され
ている反面で，見方によっては，常に他者（管理
職や任命権者，免許状授与者）から適格性を判断
される環境に置かれているともいえるであろう。

④�教員育成指針，指針に基づく育成指標と教員育
成協議会

　これらは，2015 年 12 月の中教審答申「これか
らの学校教育を担う教員の資質能力の向上につい
て」で提言され，その後 2016 年の教育公務員特
例法改正によって全国に導入が進んだものであ
る。この法改正によって，追加された内容は次の
ようなものであった。（ア）文科大臣が教員育成
に関する基本的指針を示すこと，（イ）教員任命
権者が大学等と連携して協議会を組織し，（ウ）
指針を参酌しつつ教員の資質向上に資する指標を
定め，（エ）指標を踏まえた教員研修計画を作成
すること 7）。2017 年 3 月に育成指針が文科大臣よ
り告示され，各自治体ではその後短期間で育成指
標を策定し，それに即応する行政研修プログラム
の内容検討，再構築を進めることとなった。
　育成指標は大学での教員養成と教育委員会主導
の現職研修の接続を強化し，一体性を確保するた
めの目標の共有を促進し，教職キャリア全体の俯
瞰を可能にするものである。牛渡（2016）によれ
ば，戦後新教育の中で構築されてきた，教員養成
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は大学が担い，採用や研修は任命権者（教育委員
会）が担うという明確な役割分担から，相互に関
与し合い，意見を交流・調整し，合意を形成しつ
つともに教員の職能開発を支えるという一体的改
革への移行が明確に意図されているといえる 8）。

Ⅲ�　「教員の職能開発」に関する制度デザ
イン

１�　改革方針の特徴：制度設計上重視されているこ
とは何か

　以上のような教員の職能開発に関する一連の改
革施策の全体的な方針を読解するならば，それは
まず教員育成指標，すなわち「標準化された教員
の資質力量の要素（教職スタンダード）」を中心に
おいて，養成や研修での学習機会を用意し，そこ
での学習や実践の質を評価，フィードバックし，
その評価結果の公表をもって教員の専門性や実践
されている教育の質を保証しようとするものであ
るといえる。さらに，この教職スタンダードに依
拠して学習と実践を評価し，その成果をもって専
門性を担保し，保護者や納税者への説明責任を果
たしていこうとする取り組み（アカウンタビリ
ティ）を，教員個々人の独立した取り組みとして
考えるのではなく，チーム学校として組織的に機
能させていこうとする意図が 2015 年の「チーム
学校」答申からは読み取れる。「組織として機能
する学校」や，「多様な他者と協働して取り組む
職業としての教職」の強調は，教員個人を自律的
専門職として捉える見方ではなく，教職員集団が
学校組織として自律的に教育の専門性を担い，ア
カウンタビリティを履行するという組織モデルへ
と見方の転換を促している。
　育成指標の明確化と，その内容に即した研修プ
ログラムの提供，教員評価を合わせて，さらに優
秀教員表彰や「指導が不適切な教員」の認定制度
による指導力改善研修等がシステム化された結
果，今日の教員は，アカウンタビリティの厳格化
を意図する教職スタンダードの確立と，それに基
づく職能開発－評価システムの中で自らの力量を
測ることが当たり前になってきているといえる。

特に，この動向は，学校経営の今日的課題として
あるガバナンス改革と自律的学校経営の要請の中
で進行している。学校教育や教員の質を視覚化す
る手段としてスタンダードを策定し，それに照ら
して評価を行い，結果を明示することで，質保証
をねらう。これらのシステムは，教員の専門性や
学校教育の質の高度化を促進するものであり，こ
れらが機能することで，教員や学校教育の専門性
に対する疑義や正当性の揺らぎへの応答となり，
今日危ういものとなっている教員・学校に対する
信頼を再構成し，保証するものと捉えられる。
　このような現在の職能開発施策の在り様は，さ
まざまな方法でアカウンタビリティを履行し，そ
れによって質保証への承認を獲得するというモデ
ルであり，〈アカウンタビリティ・モデル〉と呼
ぶことができる。今日の教員養成カリキュラムと
研修プログラムの連続的体系化，協働システムの
制度設計は，このような〈アカウンタビリティ・
モデル〉がベースとなっているといえる。
　ただし，このようなモデルは，浜田編（2020）
が指摘するように他律的に教職の専門性を保証す
るものであり，ここに一つの大きな問題がある。
自律的学校経営方針の下で，個々の学校の自律的
実践が重視され，その実践プロセスが個々の学校
に委ねられても，アウトカムとしての教育の成果
は国や行政によって質保証の観点から評価され
る。その評価結果があらゆる次のアクションに影
響してくるのであれば，実際には外部にある評価
指標を意識した他律的な実践とならざるを得ない
であろう。職能開発の在り方にしても同様であ
る。〈アカウンタビリティ・モデル〉が厳密に機
能するほど，結果としてハーグリーブス（2015）
がいう PTS（パフォーマンス－トレーニングのセク
ト）へと進んでいくことを懸念すべきではないか
と考える。

２�　〈アカウンタビリティ・モデル〉：なぜ教職スタ
ンダードが軸となるのか

　以上のような改革モデルの下で，教員研修の在
り方としては，日常的実践の中で教育の成果を出
すことに直結する研修，あるいはスタンダードに
照らしたときにその要件を満たすことにつながる



論　文　教員研修の現状と今後の職能開発の在り方

No. 730/May 2021 55

研修が求められている。そして，それらは始めに
見たように，時間的効率化や研修成果の即効性な
どを観点として評価され，この観点から価値の低
い研修に対する負担感や忌避感を高めているとも
いえる。このような研修に対する意識の背景に
は，次のような 3 つの切実な職場環境の変化が影
響していると考えられる。
　その第一は，大量退職，大量採用による教員の
入れ替わり，年齢構成の不均衡化である。地域に
よって若干時期のずれはありながらも，2010 年前
後には各地で“団塊の世代”の世代交代によって
数年で教員の約半数が入れ替わる規模の大量退職
が課題とされた。年齢構成の不均衡がもたらす問
題として，学校現場での徒弟的な経験からの学
び，OJT の機能不全が指摘されている。以前は
あったであろう同僚間での教え合いや先輩教員か
らの指導技術やコツ，感性の伝承が期待できなく
なっているとの認識の下，各自治体では OJT の
工夫として，先輩教員が若手教員を支援するメン
ター制度 9）などを試みている。
　OJT は本来職場の中の自然な他者との関わり
の中にある。かつて，若手教員がともかく一人前
に授業や学級経営をこなし，日々の子どもとのや
り取りを展開していくための経験的な学びは
OJT で得ていくものであった。そのうえで校内
研修は，日常的実践力プラスαの最新教育課題に
関する情報収集や自校の課題に応じた教育研究を
積み上げていくようなものとして期待されていた
と思われる。しかし，今日自然な OJT の場が決
定的に減少していることから，多くの若手教員に
とって校内研修の場がそれに代替する機会となっ
ている。そのため，そこで扱う内容が日常的な実
践に即してすぐに活かせるものであることを，要
望されるようになってきていると考えることがで
きる。
　第二の環境変化は，「多忙化」である。教員と
いう仕事が多忙であることは，古くから指摘され
ており，メンタルヘルスを維持するための多忙感
の解消は教員文化の問題としても多々論じられて
きた（例えば久冨 1988）。しかし，2006 年，2016 年
の文科省委嘱・教員勤務実態調査や，2013 年，
2018 年の TALIS 調査等で，実際の勤務時間の長

時間化が示され，職場の多忙は教員の意識の問題
のみではなく，タイムマネジメントや，職務の精
選，効率化といった職場の働き方改革促進の文脈
からも意識されるようになった。昨今の学校経営
課題としては，職場環境改善や働き方改革のわか
りやすい指標として勤務時間短縮が掲げられる動
きが顕著である。そのため，校内研修の改善案も

「手間暇かけずに効率よく」取り組めるようなプ
ログラムでないと忌避されるというジレンマを抱
えることになってきている。
　そして，第三の変化は，学校や教員の専門性に
対して向けられるまなざしの中での，正当性の揺
らぎである。これは，未熟な若手教員の大量採用
や多忙化に伴って生じる，教員の“おそまつな対
応や指導”に対する不信感といった卑近な意味で
の揺らぎにとどまらない。山田（2004）や本田

（2009）が指摘するような，学校と社会の接続関
係のほころび，あるいは機能不全から生じる「学
校教育の正当性」に対する不信感も大きくなって
いる。
　この大きな社会構造の変動から生じる正当性の
揺らぎを人々が漠然と感知する中で，ガバナンス
改革や自律的学校経営の流れが強化されてきてい
ると見ることができる（浜田 2014）。学校は，公
教育全体の正当性が揺らぐ中で，個別に自律的に
保護者や地域住民と対話をしながら教育実践に臨
むことを求められている。その中で教員は，危機
管理の観点から常に自らの判断や決定を，根拠を
もって説明できる状態にしておくことを求められ
る。判断や決定の根拠となる指標（スタンダード）
を自己の外部に求めていくことは，半ば当然の流
れであるといえよう。チーム学校としての教育実
践や学校評価，教員評価などはいずれも外部から
正当性や教員の専門性への承認を取り付けるため
の施策であるといえる。
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Ⅳ�　〈アカウンタビリティ・モデル〉が描
く二つのストーリー

１�　第一のストーリー：専門性の高度化による正当
性の再構築

　スタンダードの策定を軸とする〈アカウンタビ
リティ・モデル〉の職能開発モデルが狙っている
ストーリーは，このアカウンタビリティを発揮す
るサイクルの中で教員の専門性や教育の質を高度
化し，教育への信頼を回復するというものである。
　スタンダードに照らした成果指標に基づく評価
を適正に実施することは，教育の質を問う際にも
客観的な基準を持つことになり，この評価プロセ
スで一定以上の評価を得れば教育の質が保証され
たことにもなる。また，この評価プロセスで一定
以上の評価を得られるような実践を展開すること
で，教員の実践力が向上したことも説明可能にな
り，専門性の高度化に対する判断基準ともなる。
教育の成果が向上することは，より優秀な人材を
多く社会に輩出することにつながるので，結果的
により良い社会のありようを支えることにもなっ
ていく。そのため，学校教育の正当性の揺らぎに
応答し，信頼を回復すること，教員の社会的威信
を回復することにもつながっていくはずである。
結果的に教員の社会的威信が高まれば，少子化の

時代であってもより良い人材を教職に得ることが
可能となり，専門性の高い実践力のある教員を獲
得することが促進される。このような好循環が生
まれれば，教育への信頼は再獲得され，正当性の
揺らぎを抑制していくことができるであろう（図
1）。
　このような循環を創出するための鍵は，教職ス
タンダードに照らして一定以上の評価を得られる
ような教育の成果を可視化する教員の実践力向上
である。

２　もう一つのストーリー：教職の脱専門職化

　では，実践力向上を意図する具体的な教員研修
改善の結果として，以上のような好循環は生まれ
ているだろうか。ここで，政策的な意図とは異な
るもう一つのストーリーを予期することができ
る。まず，教職スタンダードに照らした成果指標
に基づく評価を厳密に実施することは，教育の質
を問う際に他律的な評価基準を持つことにつなが
り，この評価プロセスで一定以上の評価を得るこ
とを強く意識することは他律的な質保証へと教員
を動機づけることになるというストーリーであ
る。安藤（2000）の洞察では，真面目に主体的に
質保証へ向けて取り組もうとする自律的な教員ほ
ど，外在的な評価基準に関心を向けて他律的にな
るというアポリアの存在が考えられたが，ここで

図 1　アカウンタビリティ・モデルが生み出す好循環のストーリー

学校評価等，教育の成果指標
に照らした評価

教員育成指標に基づく評価

教員の実践力や教育の成果
に対する「評判」

二つの歯車が回るこ
とで信頼の回復へ

より優秀な人材を多
く社会に輩出，より
よい社会創出に貢献

教育の成果
向上サイクル

教員の実践力
／専門性高度
化サイクル
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教員の社会的威信
回復サイクル
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のもう一つのストーリーはまさにこのアポリアを
辿ることになると考えられる。
　そしてまた，このストーリーの中ではある程度
短期間での測定可能な成果指標に基づく成果しか
教育の成果として確認できないため，学力テスト
の平均点や PISA の順位，有名大学への進学率な
ど，確認できるパフォーマンスへ関心が集中する
ことが予想される。生徒指導面でもいじめの認知
件数や不登校児童生徒数などの表面的な数字でし
か成果を測ることができない。ここで個々の教員
が自らの教育観の中で描く教育の成果と，測定可
能なパフォーマンスとしての成果との間にギャッ
プが生じてくれば，職能開発への意欲は減速する
ことになり，当事者意識の希薄化や，研修や教育
実践の形骸化にもつながっていく危険がある。同
時に，ギャップがありながらも他律的な評価基準
での評価の公表やフィードバックが質保証のため
に付随することになれば，結果を出すことに対す
るプレッシャーも高まるであろう。若手教員を中
心にパフォーマンス－トレーニングのニーズが高
まる所以である。このような，教職スタンダード
に基づく評価の厳密な実施は，教員にとって実践
へのプレッシャーや当事者意識の希薄化，実践の
形骸化をもたらす可能性を孕んでいる。意図せざ
るストーリーを辿った先にあるのは，AI にも代替
可能な「標準化された指導行動」や，教職の脱専

門職化，プロレタリア化かもしれない（図 2）10）。

Ⅴ�　おわりに―これからの職能開発・教員
研修の在り方

　図 2 のサイクルの循環を眺めたときに，最終的
に鍵となるのは，やはり教員自身の意識の持ち方
であるように思う。短期的，限定的な成果指標

（パフォーマンス）のみで教育の成果を捉えない見
方，他律的な評価システムとしての〈アカウンタ
ビリティ・モデル〉の構造を言い訳にしない当事
者性，成果を評価されるプレッシャーからの“独
立”などが必要である。それは，教育の質保証の
ために教職スタンダードを指標として受け身の立
ち位置に立たされる教員の，立ち位置を転換する
ことを意味している。
　実は，教員の職能開発に関する研究では，「当
事者が主体的に取り組むこと」の重要性は繰り返
し主張されており，ショーン（2007）の「省察的
実践」やハーグリーブス（2015）の「PLC（専門職
の学習する共同体）」概念などが，教員研修や教職
の専門性に関する研究の理論的・哲学的支柱に
なってきた。1990 年代後半以降，省察概念は教員
の専門性を語る際の決まり文句になっているとさ
え言える。
　しかし，〈アカウンタビリティ・モデル〉が

図２　意図せざる脱専門職化へのストーリー
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ベースとなっている背景には，まだ教育実践の質
的向上について検討する以前の段階で，日々の授
業を最低限質保証していくことを求められるよう
な経験の浅い教員の層が急激に厚くなっている現
状がある。省察的実践や PLC の概念に依拠して，
当事者が実践の意味や意義，目指す方向を検討し
続け，議論を繰り返しながら教育の質を高めてい
くような営みに取り組む余裕のない教員が少なか
らずおり，彼らがサイレント・マジョリティかも
しれないところに教員研修の難しさがある。彼ら
の多くは，決して主体性や意欲がないのではな
い。真面目に良い教員でありたいと主体的・意欲
的に努力する者ほど，義務としての研修にきちん
と従事し，期待される成果を出し，教育の質向上
に貢献しようと考える。教職スタンダードに従っ
て努力をする方が教員個人としては努力の方向が
わかりやすく，また，結果も目に見えやすい。そ
のことが他者からの評価ともなり，信頼につな
がっていくのであれば，これは図 1 に示したよう
な，〈アカウンタビリティ・モデル〉が機能して
好循環を創出するパターンとなる。
　このような捉え方をするならば，図 1 の好循環
も教職の脱専門職化を後押しするかもしれないサ
イクルであることに気づかなければならない。図
1 のストーリーも図 2 のストーリーも，いずれも
教員自身の専門性について，その当事者性を危う
くするかもしれないものなのである。意欲的に率
先してそれを選択するか，理想と現実のギャップ
を感じつつ疲弊しながらそれを選択するかの違い
でしかないかもしれない。
　それでよいだろうか。このストーリーの中で

「我々が提供したいと考えている教育とは何か」
を教員集団が共有し合い，それに向かおうとする
学び合い，育ちあいは生まれるだろうか。研修改
善の方向性として，教員の意欲や主体性のみに着
目していたのでは十分ではない。教員自身が当事
者として自分たちの在りようを評価するという意
味での主体性や自律性を獲得しなければならな
い。浜田編（2020）は，専門職的自律性を確かな
ものにするために「それが提供する質と倫理性を
専門職自らが『自己規制』によって担保する」こ
とが重要であると指摘する。キーワードは「自己

  1）p.8. の図 9 参照。「昨年度の校内研修について主体的に取り
組むことができたかどうか」を尋ねた項目への回答で，「あま
りあてはまらない」「あてはまらない」と回答した割合が，研
究主任は 21.5％，研究推進メンバーは 7.7%，一般教員は
31.7％となっている。

  2）福島県教育センター HP「調査研究チームからの発信」参照。
https://center.fcs.ed.jp/wysiwyg/file/download/9/470

  3）文部科学省 HP「免許更新制高度化のための調査研究事業公
募要領」参照。https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
koushin/008/1335083.htm

  4）例えば，国立情報学研究所の Ci-Nii で「校内研修」を検索
すると 1195 件，「教員研修」では 3200 件もの論文がヒットす
る。J-Stage では，日本語論文に限定すれば「校内研修」がタ
イトルに含まれる論文として 47 件，「教員研修」は 263 件と
なる。

  5）ただし，「学校内での実践を通じた先輩教員から後輩教員へ
の実践知や実践スキルの伝授」ではあっても，教育委員会が
それをシステム化し，意図的に時間を設定して展開する職能
開発を OJT と捉えることは，教職に特有かもしれない。

  6）2006 年の教育基本法改正を受けて，中教審でこれに対応す

規制」である。
　これまでの改革の経緯や社会背景を踏まえれ
ば，今日〈アカウンタビリティ・モデル〉自体は
否定すべきものではない。しかし，そのアカウン
タビリティを果たすべき職務の中身（教職スタン
ダード）は人任せでなく，教員の「自己規制」に
よって内実を埋めていかなければならないと考え
る。教職スタンダードを必要とするのは，教員を
評価しようとする外部の人々ではなく，専門職で
あろうとする教員だからである。このモデルを履
行していくのは当の教員自身であるという当事者
性を奪還しなければならない。
　研修制度がこのようにスタンダードに準拠して
整えられ，若い教員がこのモデルを所与のものと
して職能発達のキャリア・ラダーを辿るように
なっていけば，戦後組み立てられてきた教職の専
門性／専門職性を保証するシステムは大きく様変
わりする。図 1 のストーリーに対して，これを

「自己規制」しつつ教員自らが管理，運用すると
いう当事者性を育てていくことが不可欠である。
働き方改革下で教員自身が新たな質のコミュニ
ティを形成していくことは困難ではあるが，避け
ることのできない課題である。その突破口となる
のが校内研修や自主研修であろう。当事者性の奪
還と，教員のコミュニティづくりをセットとして
考えなければならない。権利としての研修の復権
はこの延長線上にあるのかもしれない。
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る学校教育法等の改正が検討され，2007 年 6 月に学校教育法，
地方教育行政の組織及び運営に関する法律，教育職員免許法
および教育公務員特例法の改正案が成立した。この三法改正
によって，これまでの方針を大きく変更する提案が複数制度
化され，着目された。

  7）教育公務員特例法第 22 条の一連の項を参照。
  8）もっとも，古川（2018）によれば，始まったばかりの時点

で先進的事例では，すでに協議会メンバーとなる大学の偏り
や，協議内容が育成指標作成に目的化してしまっているなど
の課題があることが指摘されている。

  9）例えば，岐阜県教育委員会，横浜市教育委員会，徳島県教
育委員会など，OJT の一環としてメンター制度の導入を試み
ている教育委員会は少なくない。

10）丸山（2006）は，教職の脱専門職化とプロレタリア化につ
いて内容的に使い分けている。教職の職務内容について専門
性や信頼が喪失する状態を deprofessionalization（脱専門職化）
と捉え，他方で被雇用者として管理・統制され専門職の独自
性が喪失していく状態を proletarianization（プロレタリア化）
と捉えている。図 2 の中で，当事者意識が希薄化し，AI に
取って代わられても問題が生じないような代替可能性が拡大
する状態は，プロレタリア化として問題化すべきものである
と思われる。
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